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女性の投票行動に行政へのフィードバックが
影響する可能性

－政治行政への意識と投票参加意識における男女比較分析－

松　岡　京　美

はじめに
　どのようにすれば、日本の地方政治において女性の政治参加を促すことができるのか。これが
本稿の問いである。
　政治への参加を人々によるフィードバックと見なすなら、女性からの政治へのフィードバック
は、男性からのフィードバックに比べて消極的で従順だというステレオタイプな考えに落ち入り
やすい。人々の政治へのかかわり方には、有権者としての投票やその他の政治活動への参加、公
職者や政治家として活躍などがある。女性の公職者や政治家の数が少ないことで、女性の政治へ
の進出不足やその環境をジェンダーギャップとして語られたりする。しかし、そのような形式的
な量だけではなく、形として見えにくい政治意識の実質的な内容を検討すれば、政治参加におけ
る男女間の質的な違いを見つけ出せるのではないか。そこには、女性の政治参加を促す処方箋が
見つかる可能性がある。
　代議制民主主義の制度が定着している日本では、人々の投票率の高低は政治へのフィードバッ
クにおいて民主主義の機能を測る形式的な指標であろう。特に、地方レベルでは投票率の低下は
もちろん、無投票当選も増えつつあり、民主主義の機能が崩れかけていると危惧される。確かに
人々が一般的に行える政治参加である投票参加の量は減少傾向にある。しかし、この点を検討す
る上では、投票行動の実質的な内容も希薄になっているかを検討することも必要だと思われる。
そこでは、政治参加における女性の内実について、行政へのフィードバックでの政治意識からア
プローチする方法があってもよかろう。
　政治意識に注目して参加の内実を議論するのが、小林（2012、2014、2024）と村山（2009、
2020、2021）である。どのような民主主義が望ましいのかを考えるために、小林は政治への
フィードバックでの人々の意識を捉えるが、村山は政治と行政との両方におけるフィードバック
に注目する。本稿では、政治へのフィードバックは政党や政治家などによる行動への人々の評価
とし、行政へのフィードバックは行政の行動への人々の評価と捉える。フィードバックの対象を
ただ政治とするのではなく政治と行政を区別することで、女性による行政へのフィードバックが
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投票に結びつく可能性を検討でき、政治参加の男女差について実質的な違いを明らかにできる。
　ここでは、京都市議会議員選挙で実施された京都市民の政治意識調査*1を用いて分析する。こ
の分析の特徴は、政治と行政の区別に加えて、女性と男性の選挙への見方の違いが投票参加に与
える影響にも注目することである。義務感や「わからない」に表れる責務意識と投票参加の結び
つきを明らかにすることによって、単に女性の政治意識に消極と従順が見られるのではなく、行
政へのフィードバックへの意欲を背景とした男性とは異なる政治意識の構造が女性にはあること
を示すことができる。
　そこで、まず1では、男女差の政治意識を論じる先行研究においては、性別を社会学的要因と
して扱うことが多く、政治意識の構造での性差にまで踏み込む研究は必ずしも十分ではないと指
摘する。次の2では、京都市が行政への市民参画を視野におく行政改革の政策の展開に関して
は、男女差は特にうかがわれないが、他方、投票への参加の意識については、男女差を考慮すべ
き余地があることを示す。さらに3では、京都市民による形式的な政治参加の指標である投票率
と実質的な政治参加の指標としての政治意識で、男女差がないかを検討する。最後の4では、京
都市選挙管理員会が実施してきた平成27年、平成31年、令和5年の京都市議会議員選挙後の「京
都市民の政治意識調査」を用いて、投票参加行動における男女差の構造分析を行う。その構造分
析の時系列の結果から、興味深い男女差を見つけ出せる。そこからわかる女性の政治参加の特徴
からは、日本の地方政治において女性の政治参加を促すための「処方箋」につながる可能性が示
唆される。具体的には、女性の投票参加を促進する上では、行政を評価するフィードバック意識
を醸成することによって、男性とは異なる効果が期待できるという新たな視点である。

１　政治意識に関する先行研究における男女差の視点
　今日、民主主義諸国では投票率の低下が問題とされ、民主主義の危機につながる可能性が懸念
されている。民主主義の学校である地方自治においても、特に人口規模の小さな町村では無投票
当選者が増えつつある*2。民主主義の機能不全にも繋がるこの問題に、投票参加の研究者は、

*1　この調査は、1979 年以降、4 年ごとの統一地方選挙の後に実施され、今日まで続いている。時勢の
影響で変化した質問もある。調査対象の母集団は、京都市在住の有権者男女である。それぞれの調査時
における無作為二段抽出法によって抽出した。調査主体は、京都市明るい選挙推進協議会の小委員会「京
都市民の政治意識研究部会」である。調査方法は、調査対象社に調査票を郵送し、調査期間の間に、調
査員が対象者を訪問して記入済みの調査票を回収する、という方法が採られた。また、訪問で会えない
対象者には、返信用封筒を送り返送を依頼した。回収率は、6 割以上である。質問の内容は、7-8 問は基
本的にデモクラティックに関するものであり、その他は、政治意識に関するものである。一貫して質問
された項目も多数ある。質問の詳細については、京都市が発行する『京都市民の投票行動』で確認する
ことができる。特にここでは、京都市選挙管理委員会（2016）『京都市民の投票行動：京都市議会：京都
市議会議員一般選挙（平成 27 年 4 月 12 日執行）を素材として』、京都市選挙管理委員会（2020）『京都
市民の投票行動：京都市議会：京都市議会議員一般選挙（平成 31 年 4 月 7 日執行）を素材として』、京
都市選挙管理委員会（2024）『京都市民の投票行動：京都市議会：京都市議会議員一般選挙（令和 5 年 4
月 9 日執行）を素材として』を参照してもらいたい。
*2　2023 年に実施された統一地方選挙で、住民の代表者を決める三つの選挙が無投票となる「トリプル
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「処方箋」を用意することが期待される。しかし、多くの研究が「誰が投票するのか」に注目
し、投票率の「低下」という長期の時系列的変化に注目されてこなかったことは問題であると飯
田（2009）は言う。飯田は、失業率、消費者物価指数、与野党伯中度などの要因が投票参加に影
響している可能性を時系列に分析する一方、有権者個人レベルの政治心理からのアプローチも重
要であると指摘する。本稿が注目する投票参加における男女差は、政治意識の基盤となる社会学
的要因として重視されているが、これを投票行動の構造に関連づける研究は少ない。しかし、政
治が男性の専売特許であるかのような暗黙の前提で、投票参加を政治へのフィードバックとして
捉えて男女差を見るだけでは、政治参加の実質に踏み込む研究としては物足りなさがある。
　投票行動研究の古典であるCampbellら（1960）は、性別を投票行動を規定する重要な要因と
して見ていない。加えて、Almond & Verba（1963）の政治参加研究においても男女の差を十分
に説明し切れてない。依田（1999）は投票行動や政治意識の性差の研究が日本において継続しな
かった理由について次のように述べている。日本において投票行動や政治意識の性差に関する最
初のまとまった研究は、飽戸（1976）と松岡（1976）であり、それらの研究からは顕著な性差が
確認できた。しかし、性差が投票行動や政治意識を規定する有意な要因でないとされたことによ
り、その後はこのテーマについての研究が継続しなかった。このような傾向は、日本の政治参加
を議論する蒲島（1988）にも見られる。政治参加の要因を探った Verba & Nie（1972）の影響
を受けた蒲島の研究（蒲島・境家2020）は、日本における政治参加者の属性を明らかにしている
が、その一つとして日本では投票するのは「男である」と蒲島（1988）は指摘する。池田
（1997）も投票行動と性差は有意な関係ではないと示しているが、これはCampbel lら
（1960）、蒲島（1988）と同様の見方である。松田（2009）も、日本では政治参加である投票行
動研究において、ジェンダーに注目した研究の蓄積は浅く、政治学自体が暗黙のうちに男性を中
心としていたと指摘している。つまり、政治参加において女性に対する研究は今まで十分ではな
かったと考えられる。
　他の先進諸国と比べで日本では、政治参画において女性の進出が遅れていることが問題とさ
れ、どのように女性の政治参画を促進するかが近年議論されている（辻村2007、三浦ら2024）。
たとえば、三浦（2023）は、男性が政治の営みを中心的に動かす日本政治の構造をどのように変
える可能性があるかを議論している。政治参画に関しても、政治参加における男女差が以前より
注目されるようになっている。こうした研究には、政治参加の男女差の要因を探った山田
（2007）、政治参加の経験における男女の比較を行った山田（2008）がある。Maeda（2005）
は、政治参加における男女の差は体系的に分析されてこなかったと指摘しながら、職務経験と年
齢が政治参加に与える影響が男女で大きく異なっていることを明らかにしている。社会的格差と
政治意識・政治行動の関連を実証的に検討し、不平等な取り扱いを受ける女性は、政治的に不活

無投票」が、全国 16 町村で起きた。1955 年第３回統一選から、今回の第 20 回統一選まで、議員選にお
ける無投票当選者の割合は、都道府県議と町村議では増え続けている。朝日新聞デジタル「全国 16 町村『ト
リプル無投票』なり手不足限界、地方議会はピンチ」2023 年 6 月 5 日（URL:http://www.asahi.com）より。
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性であることを明らかにした田辺（2023）もある。
　男女差の観点からの議論ではないが、女性の政治参加を理解する上で、新たな視点を提示する
のが小林（2012）である。小林は、従来の民主主義に関する外形的な指標に代えて民主主義の機
能に着目し、民主主義の質を測定しようとした*3。そこでは、測定は選挙公約や国会活動に対す
る業績評価を通じて可能であると考え、フィードバックから民主主義の機能を捉えて女性の政治
参加に注目している。このようにフィードバックから民主主義の機能を捉えようとする研究に
は、村山（2009、2012、2020）がある。村山は、イーストンの政治システムを基礎にしつつ、政
治と行政を区別しながら重層化した構造で、日本の政治参加の特徴を見ようとしている。
　本稿では、有権者個人レベルの政治参加を時系列の意識から分析して、男女差を検討する。そ
こでは、政治関与の構造に関する次元を抽出した蒲島（1988）を基盤に置きつつ、行政関与に関
する意識も加える*4。その理由は、小林と村山が指摘しているように、日本における政治参加の
特徴を理解するためには、フィードバックにおける人々の意識に注目することが必要であるから
だ。地方政府は、中央政府と比べて政策プロセスについて住民の関与が高く、特に行政への関与
意識の男女差を看過できない。地方政治での女性の政治参加に注目する本稿では、選挙を政治と
ともに行政に対するフィードバックとして捉え、投票参加意識における性差を明らかにすること
で、投票率低下の問題への「処方箋」を模索する。

２　市民参画の行政改革の下での京都市民の政治行政への意識の男女差
　地方行政へのフィードバックでの男女差を知るために、行政への市民参画の促進を企図した行
政改革と地方分権が、京都市政でどのように展開されてきたかを見る。これらの行政の改革政策
は、簡素で効率的な地方自治への組織改革とともに市民参画の推進へと向かっていく。そこでの
市民の参加や協働では、確かに男女の違いを視野におく政策展開があるわけではない。しかし、
特に女性による行政へのフィードバックが投票参加の行動に影響する可能性を捉えようとする本
稿では、市民参画への行政改革政策をも考慮して京都市民の政治参加意識での男女差を見ておく
必要がある。ここでは、政治への女性の消極で従順な意識とともに、行政への意識に男性との違
いを見いだすことができる。

*3　外形的な指標は、政権交代の頻度や与野党議席比・得点比、投票率などである。外形的な指標は、
政権交代の頻度や与野党議席比・得点比、投票率などである。民主主義の「質」を測定するものは、政
治家の国会活動が次回選挙の結果に影響しているかどうか、選挙時の公約によって民意の付託を受けた
政治家が、当選後に国会内で選挙前の公約を守っているかどうが、政治家の選挙公約と国会活動の一致・
不一致が次回選挙の結果に影響しているかという機能の観点を見るものである。つまり、民主主義の「質」
を測定することは、フィードバックから民主主義の機能を議論する試みだと捉えられる。そのような小
林の議論を参照し、本稿では、政治参加を形式と実質に分けて考える。形式は投票率が示す政治参加と
みなし、実質は政治意識があらわれる政治参加としてみなす。
*4　蒲島は政治関与の構造として、政治的関心、投票義務感、政治的有効性感覚、政治的信頼、政治参
加のコスト感覚の次元を抽出し、政治参加を見ている。本稿では、政治参加を見るために、さらに行政
に対する関心と信頼も加える。
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　行政改革は、1970年代末、財政危機に陥った日本が「増税なき財政再建」を基本方針に据え、
「小さな政府」を目指すことからはじまった。1985年に地方公共団体における行政改革推進の方
針が策定されたことにより、この動きが促されることになった。その後、地方政府は国の指針を
受けながら、各々で行政改革を行うようになった。そのような中、2006年に、政府は行政改革推
進法を制定した。これは、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革を目指して基本理念や
重点分野の改革方針を定めるものである。こうして進められた行政改革は、「官から民へ」、
「国から地方」などの観点から、簡素で効率的な政府を目指すものであった*5。
　一方、1995年に地方分権推進法が施行されたことで、地方分権推進は本格化した。これによっ
て、以前より住民による地方政治行政への関与が促されたと考えられる。2000年の地方分権一括
法以前の地方政府は、機関委任事務において中央政府の統制を受けることで、政策決定、政策実
施、政策評価の政策プロセスにおける自立性が相当に制限されていたと考えられる。しかし、そ
の後、地方政府は政策過程における自立性の拡充を試みるようになった。その典型的な例が、
2001年に北海道ニセコ町が始め、全国の地方政府に広まった「自治基本条例」である。地方政府
は、この条例を自らの自治体経営を担う柱として、自治の実現や豊かな地域社会の実現を目指す
目標に向かおうとした。そのために、地方政府はこの条例の中で、市民と行政の権利と責務を明
示した。そこには、行財政改革への意図もある。
　地方政府において行政改革が本格的な潮流となったのは、1994年に中央政府が行政改革推進本
部を設置したことと関連する。これによって行政改革の目的には、単なる効率化だけでなく、自
治体経営も加わった。その後、地方分権化の推進に伴って、その考えはより深く根付くことにな
る。京都市では、田辺市長のもとで、1995年に「『平成の京づくり』推進のための市政改革大綱
を設定し、経費削減を目指してきた。その後就任した桝本市長は、行政改革課を設置し、市長を
本部長とする「市政改革行動計画推進本部」を発足させて、行政改革に尽力する。1999年に「京
都新世紀に向けた市政改革行動計画」が策定され、2000年に「京都新世紀市政改革大綱」案が出
て、修正などを経てその翌年に成立した。そこでは田尾（2007）も指摘するように、行政サービ
スの仕組みを抜本的に変更する意図もあり、市民参加も検討され、市民と行政との関係が、行政
改革の中核になる。その後、京都市は2004年に「京都市市政改革実行プラン」を、2005年に「京
都市「集中改革」プラン」を、2008年に「京都未来まちづくりプラン」を、2012年に「『はばた
け未来へ！京プラン』実施計画」を策定し、行政改革を通じて市政改革に取り組んでいる。
　一方、市政への住民参加を促すために、京都市は2001年に市民参加推進計画を策定、2003年に
市民参加推進条例（ここでは、自治基本条例としてみる）を策定した。この条例によって市民が

*5　Pollitt & Bouckaert (2000)は行政改革について次のように説明している。国も地方も、行政改革によっ
て公共部門組織の構造、過程、そして、あるいは 文化を、運営の改善という目的で意図的に変更するこ
とになる。それを踏まえながら、松岡（2023）は、行政改革を公共マネジメントとして考えるではなく、
一つの政策として扱い、その中に公共マネジメントが含まれているとみなす。それで、「行政改革」政策
を、何らかの目的や諸問題の解決を目指し、地方行政が独自に既存の諸制度や権限の枠を超えた変化を
もたらす取り組みであるとみている。
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市行政の様々な過程に参加することが目標として位置付けられ、住民の市政参加は京都市の自治
体経営の根本をなすことになる*6。住民による市政参加を背景としながら、行財政改革を進めた
ものの、京都市の財政は厳しくなった。京都市は、財政危機を乗り越える方策として観光促進政
策や独自の政策に積極的に取り組んだ。そうした取り組みもあり、2023年度当初予算では、22年
ぶりに収支均衡につながる。
　しかし、森（2024）は2021年8月に策定された『行財政改革計画2021―2025』は、京都市が抱
えてきた深刻な慢性的財政危機を公にしたものであると指摘し、京都市の構造的な問題を診断し
ながら、財政再建の手段として市民生活を破壊するようなジェントリフィケーションを促進する
政策を進めるべきではないと指摘している。森の分析から京都市は行財政運営においてジレンマ
を抱えるようになってきたと考えられる。京都市にとって、財政再建だけを名目として行財政改
革を進めるという自治体経営は厳しい可能性がある。そこで京都市は、市長が、市民から一層理
解と協力を得て、自律的な改革を推進していく仕組みを構築することを目指した。そのために、
京都市は2023年に京都市持続可能な行財政の運営の推進に関する条例を制定し、財政に関する情
報を共有し、市民参加・協働の下で、改革を進めた。これらの動きによって市民は、行政が実施
する政策の実態を把握して評価できるようになり、政策プロセスに関する情報を蓄積することに
なった。その結果が、行政へのフィードバックを判断する情報になる。しかし、京都市は、市民
を視野におく行政改革を推進しているにもかかわらず、行政の行動に対する人々の評価である行
政へのフィードバックについて男女差を考えた視点は今のところ見当たらない。
　こうした地方分権での市民を視野におく行政改革政策は、市民の政治や行政への関与もしくは
信頼につながる基礎づくりに結びついたのではなかろうか*7。そこで、それらの意識についての
男女差を「京都市民の政治意識調査」からみる。図1は、性別と政治・行政への関与意識の関係
を示している。政治・行政の事柄について、女性は男性との比較で「関わりたい」割合が小さ
く、「わからない」割合が大きい傾向がある。また、女性は、「気持ちの面」より「実際の行動
の面」で「関わりたくない」傾向がある。その一方で、政治より行政に「関わりたい」傾向があ
る。政治より行政に「関わりたい」傾向は男性にも見られるが、女性ほどではない。ただし、時
系列からは明確な傾向は言えない。

*6　北川（2013）を参照してもらいたい。
*7　実証的な検証から政治信頼を研究した西澤（2008）、政府への信頼と投票参加を善教（2010）、行政
信頼を研究した池田（2010）は参考になる。加えて、野田（2008）は、地方政府を事例に行政信頼の住
民参加を実証分析している。
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図１　性別と政治・行政への関与

注）図は筆者作成。京都市会議員選挙後に京都市選挙管理委員会が実施してきた「京都市民の政
治意識調査」の分析結果である。
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　図2は、性別と政治・行政に対する信頼の意識との関係を示している。市町村における政治と
行政に対する信頼について、女性は男性と比べて「わからない」と答えた割合が大きい。女性が
「信頼できる」と答えた割合は平成27年・令和5年調査で男性より小さいが、平成31年調査では
大きな違いはない。また、政治よりは行政を「信頼できる」と考える傾向があるが、そこでは性
別での差は見られない。選挙での政治意識調査は、政治行政へのフィードバックにおける人々の
内実を捉えられる可能性がある。これらの分析から得られた男女差についての知見は、総じて女
性の消極と従順を示唆する。その意味では、政治のイメージが男性の専売特許のようでもある
が、政治よりも行政を意識するという女性の傾向は、注目に値すると考えられる。政治よりも行
政への関与意識が男性よりも女性に見られることに、政治参加の促進に向けて女性に対する処方
箋を模索する上での芽がある可能性がある。

図２　性別と政治・行政への信頼

注）図は筆者作成。京都市会議員選挙後に京都市選挙管理委員会が実施してきた「京都市民の政
治意識調査」の分析結果である。
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３ 京都市議会議員選挙における投票率と選挙への見方における男女差
　政治参加を形式と実質に分けて捉える本稿では、形式は投票率が示す政治参加で、実質は政治
意識があらわれる政治参加とする。ここでは、政治参加の男女差について、形式と実質が男女で
異なるかを確かめる。図3は、政令指定都市のなかの五大都市の横浜市、名古屋市、京都市、大
阪市、神戸市における市議会議員選挙の投票率をまとめている。1947年からどの都市でも投票率
は下がり続けて、近年では投票率が40％台を下回るところもある。このように大都市でも、投票
率の低下は市政の正統性を揺るがしかねない状況にある。これらの都市での投票率の男女差を見
たのが図4である。女性の投票率から男性の投票率を差し引いた差の推移を示している。都市に
よって異なるが、性別と投票率の関係は変化している。1950年代半ばまでは、女性より男性の投
票率が高い傾向が見られたが、1960-90年代の選挙においては、女性の投票率が男性よりかなり
高かった。2000年代以降からは、女性と男性の間に投票率の差は見られない傾向にある。そのよ
うな傾向は、国レベルの総選挙でも時期はずれるがみられる。蒲島・境家（2020）は、それぞれ
の時期になぜ投票率が低下したのかを、参加の社会的格差構造から指摘する。それはVerba, Nie 
& Kim（1978）が実証的に検証した社会的格差に基づく政治的不平等を踏まえており、投票参加
の社会学的要因として興味深い。しかし、本稿ではこれらを考慮しつつ、政治参加での政治意識
の男女差に注目する。そこで、京都市民の選挙への見方による投票参加への結びつきの男女差を
検討することで、政治参加の形式的な指標である投票率での男女差は縮小しているのに対して、実質
的な指標である政治意識では男女差が見られ、形式と実質の間に齟齬があることを指摘する。

図３　五大都市における市議会議員選挙の投票率

注）京都市選挙管理委員会『京都市議会議員一般選挙結果調』2024年より、筆者作成。単位は％
である。
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図４　五大都市の市議会議員選挙における投票率の男女差

注）京都市選挙管理委員会『京都市議会議員一般選挙結果調』2024年より、筆者作成。
値は女性の投票率から男性の投票率を引いた差である。

　京都市議会議員選挙における男女別投票率を、1983年から8年ごとの推移で示したのが、図5で
ある。女性の投票率は男性に比べて高かったが、その差が縮まっていき、2015年には逆転し、最
近は男女差が見られなくなっている。政治参加の形式的な指標である女性の投票率の推移では、
行政へのフィードバックの市民参画を推進する京都市の行政改革政策による影響があるようには
思えない。そこで政治参加の実質的な指標である政治意識について検討するために、選挙への見
方についての意識に注目した。先の意欲（図1）や信頼（図2）で見た政治への消極や従順の意識
が女性の特徴であるなら、選挙への見方についても投票に向かう義務感のような合理ではなく責
務の意識が投票参加につながっている可能性が考えられる。投票するか棄権するかには様々な理
由がある。例えば、「理由がなくても投票する」との責務からの投票意識と、「理由があったら
棄権する」との合理からの投票意識には、男女差が表われる可能性もある。このような選挙への
見方についての責務投票意識と合理投票意識に注目すれば、政治参加の実質を示す政治意識での
男女差を知ることができるだろう。そこで選挙への見方と投票参加の相関における性差を見たの
が表1である。政治参加の男女差の縮小が図5の形式的指標の投票率からわかるが、他方、表1の
政治参加の実質的指標の投票行動意識には男女差が見られ、形式と実質の間に齟齬があるのがわ
かる。
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図５　京都市議会選挙における投票率の推移が示す政治参加の男女差

注）京都市選挙管理委員会『京都市議会議員一般選挙結果調』2024年より、筆者作成。単位は％
である。

表１　選挙への見方と投票参加の相関における性差

注）tau b、 p<0.03。表は筆者作成。京都市会議員選挙後に京都市選挙管理委員会が実施してき
た「京都市民の政治意識調査」の分析結果である。
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　責務投票意識と合理投票意識の質問*8は、京都市民の政治意識調査で行われたものである。責
務投票意識については、選挙で棄権する理由として同意できるかどうかを問うア「生活にあまり
関係のない選挙に行く必要はない」、イ「勝敗のはっきりしている選挙の場合は、わざわざ投票
に行く必要はない」、ウ「適当な候補者がいなければ棄権もやむをえない」、エ「たくさんの人
が投票するのだから、私一人ぐらい棄権してもよい」への順位尺度の回答を①同意できない、⓪
その他とするダミー変数である。合理投票意識は、同じ質問について①同意できる、⓪その他と
するダミー変数である。投票参加は、市会議員選挙で投票したかどうかを問う、問8*9を①投票
した、⓪その他、とするダミー変数である。選挙への見方の責務投票意識と合理投票意識が同一
質問の逆方向への尺度化であることから、投票参加への関係が逆転するは当然であるが、必ずし
も真逆になるわけではないことに注意が必要である。
　この投票参加意識における男女比較分析の結果は、年によって相関関係は男女で強弱がある
が、全体としては男女ともに責務投票意識があれば投票参加する傾向がある。一方、合理投票意
識があれば投票参加に一般的には逆傾向が見られるのは、同一質問からの尺度により当然であ
る。ただし、そこには男女間で違いも見られる。適当な候補者がいない選挙では棄権するのが合
理的と見て投票に行かない傾向が男女ともある。一方、勝敗がはっきりしている選挙では、その
合理的理由から棄権する傾向が男性よりも女性に見られる年がある。責務に関わる意識が投票参
加を左右することでの男女差には選挙の状況の影響もあるが、女性の消極性や従順性によるもの
と見なすことができない男女の投票行動の違いがあるのは確かである。投票率が示す男女差の縮
小とは違って、投票参加行動での政治意識が示す男女差については、選挙への見方に注目してさ
らに政治意識の構造を分析する必要がある。

４　実質的な投票参加行動における男女差の構造分析
　政治と行政に対する人々の政治意識での投票参加を知るために、京都市民の投票行動を分析す
る。これによって、政治参加の実質を示す政治意識の男女差が明らかになる。図6は、投票参加
行動について、選挙への見方に注目して、令和5年の京都市民の政治意識調査を用いて共分散構
造分析をした結果である。ここでは、政治と行政への意識に関わる距離意識と関与意欲が、選挙

*8　ここで使われた質問は、問 15 である。問 15 の質問文は、「政治への参加についていろいろな意見が
あります。次の 4 つの意見に対してあなたは、その通りだと思われますか」である。その質問に対しる
回答の選択肢は、「1: 非常に理解している」から「5: まったく理解していない」までの 5 件尺度に「6: わ
からない」の選択肢が加わっている。本稿では、実施的な投票参加行動における男女差の構造分析をす
るために、令和 5 年、平成 27 年調査、平成 31 年調査で行う。この三つの調査においては、質問文は、
共通の番号である。その以前の調査では、質問文は同じであるが、番号は異なる場合もある。
*9　問 8 の質問文は、「あなたは、4 月 12 日実施の市会議員選挙では投票されましたか」である。4 月 12
日は平成 27 年調査であり、調査によって実施した日が異なる。その質問に対する回答の選択肢は、「1:
当日投票した」「2: 期日前に投票した」「3: 不在者投票した」「4: 白票を投票した」「4: 投票しなかった」「5:
投票しなかった」「6: 忘れた・覚えていない」 となっている。令和 5 年、平成 27 年調査、平成 31 年調査では、
質問文は、共通の番号である。その以前の調査では、質問文は同じであるが、番号は異なる場合もある。
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への見方である責務投票意識と合理投票意識を経て、投票参加に至る分析モデルを想定してい
る。共分散構造分析はモデルの適合から構造を知る手法であり、政治参加の実質的な指標として
の政治意識の内容を明らかにできるが、実証分析としては想定モデルの目標を予め定めたいわば
「飛び道具」である。そこから得られる探索的な知見は、本稿が目的とする女性の投票行動にお
ける行政へのフィードバックの可能性を探るのに適している。
　人々は統治機構を構成する政府、政党、議会、行政などを厳密に区別して認識していない可能
性が高い。政府への信頼の低下と投票参加の関連を考えたCassel & Hill（1981）と両者の関係を
実証的に分析したHill & Luttbeg（1983）といったアメリカの研究でも、信頼と投票参加を考察
した三宅・西澤（1997）や三船（2005）など日本の研究でも、政府への信頼は政治的な信頼と考
えられている。一方、Putnam（1993、2000）によって行政も人々から信頼を得られる組織であ
ることが確かめられた。池田（2010）は、行政に対する信頼の構造を実証的に検証するために、
行政と政治への信頼を見ている。つまり、投票参加を考えるのであれば、政府への信頼として政
治への信頼だけでなく、行政への信頼も政治行政への距離意識として考慮する必要がある。この
分析モデルでは、村山の民主的な公共政策システム論を念頭に置き、性別の違いで政治と行政に
対する意識と投票参加がどのような構造で結びつくかを探索する。
　図6が本稿の共分散構造分析の想定モデルに基づく分析であり、性別を区別しない全体での分
析結果である。図7の男性での分析結果と図8の女性での分析結果を踏まえると、以下のことがわ
かった。行政距離意識は行政関与意欲と結びついている。全体では、政治関与意欲は合理投票意
識と否定的に結びついているが（-0.157）、その一方、行政関与意欲は責務投票意識と結びつ
く。責務投票意識は投票参加に結びつき（0.333）、合理投票意識は棄権に結びつく。男性で
は、政治関与意欲と行政関与意欲が合理投票意識のみに結びつき、責務投票意識は投票参加に結
びつき（0.262）、合理投票意識は棄権に結びついている。女性では、行政距離意識は行政関与
意欲と結びついている。女性は、全体や男性と異なり、行政関与意欲が責務投票意識に結びつ
き、さらに責務投票意識が投票参加に結びつくとともに、合理投票意識は棄権に結びついてい
る。いずれにしても、先にも触れたが、責務投票意識と合理投票意識は順位尺度の同一質問での
相対するコーディングであり、相互に逆の働きをすることは念頭におく必要がある。

女性の投票行動に行政へのフィードバックが影響する可能性
―政治行政への意識と投票参加意識における男女比較分析―
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図６　令和5年の京都市民の投票参加行動（全体の共分散構造分析の結果）

注）モデル適合度指標のCFIは0.986、RMSEAは0.043である。図中の矢印に付した数値は標準化
されたパス係数、括弧内は有意確率である。誤差変数、共分散などは省略して構造モデルのみを
示している。モデルの適合度を高めるため、相関の高い政治関与意欲と行政関与意欲の間、責務
投票意識と合理投票意識の間に共分散を設定しているが図では省略した。
図７　令和5年調査（男性）

注）モデル適合度指標のCFIは0.988、RMSEAは0.038である。図6の注を参照されたい。

責務投票意識

責務投票意識
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図８　令和5年調査（女性）

注）モデル適合度指標のCFIは0.993、RMSEAは0.031である。図6の注を参照されたい。

　これらの共分散構造分析に用いた各カテゴリーの変数は、以下の通りである。すべての変数は
ダミー変数にコーディングした。わからない、どちらともいえない、覚えていないなどの選択肢
がある場合は、⓪その他に含むダミー変数としている。このコーディングは令和5年調査だけで
はなく平成27年調査と平成31年調査でも共通である。
　政治距離意識の変数は、まず国、都道府県、市町村の各レベルについて政治への信頼を問う問
24*10の各付問を、①信頼できる、⓪その他とするダミー変数としてコーディングし、それらの変
数を、カウントして1以上を①信頼あり、カウント0を⓪その他とする変数として合成している。
行政距離意識の変数も同様に、国、都道府県、市町村の各レベルについて行政への信頼を問う問
24の各付問を、①信頼できる、⓪その他とするダミー変数としてコーディングし、それらの変数
を、カウントして1以上を①信頼あり、0を⓪その他とする合成である。
　政治関与意識の変数は、問5*11の政治と行政の事柄に気持ちの面と実際の行動の面で関わりた

*10　問 24 の質問文は、「あなたの政治への信頼と行政への信頼について、あなたの思いに比較的に近い
ものはどれですか」である。その質問に対して「市町村の政治」「市町村の行政」「都道府県の政治」「都
道府県の行政」「国の政治」「国の行政」の６つの項目を設けて、選択肢は「1: 非常に理解している」から「5:
まったく理解していない」までの 5 件尺度に「6: わからない」の選択肢が加わっている。
*11　問 5 の質問文は、「政治的事柄あるいは行政の事柄について「関わっていきたい」と考える人と、「関
わりたくない」と考える人があります。あなたはどちらですか。あなたのお気持ちの面と実際の行動の
面のそれぞれについてお聞かせください」である。その質問に対して「政治的事柄についてお気持ちの面」

「政治的事柄について実際の行動の面」「行政の事柄についてお気持ちの面」「行政の事柄について実際の
行動の面」の 4 つの項目を設けて、選択肢は「1: 非常に理解している」から「5: まったく理解していない」

責務投票意識

女性の投票行動に行政へのフィードバックが影響する可能性
―政治行政への意識と投票参加意識における男女比較分析―
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いかを問う質問のうち、政治関与の変数である付問1気持ちの面、2実際の行動の面を①関与した
い、⓪その他とするダミー変数としてコーディングし、それらの変数をカウントして1以上を①
関与意欲ありとし、カウント0を⓪関与意欲なしとするカウント変数として合成している。同様
に行政関与意欲は問5の行政関与についての変数である付問3行政の事柄気持ちの面、4行政の事
柄実際の行動の面を、①関与したい、⓪その他とするダミー変数としてコーディングし、それら
の変数を、カウント1以上を①関与意欲あり、カウント0を⓪関与意欲なしとするカウントした合
成変数である。
　責務投票意識の変数は、先の表1の分析でも述べた通り、選挙で棄権する理由として各付問に
同意できるかどうかを問う問15の付問ア「生活にあまり関係のない選挙に行く必要はない」、イ
「勝敗のはっきりしている選挙の場合は、わざわざ投票に行く必要はない」、ウ「適当な候補者
がいなければ棄権もやむをえない」、エ「たくさんの人が投票するのだから、私一人ぐらい棄権
してもよい」の4つの変数を①同意できない、⓪その他とするダミー変数である。合理投票意識
の変数は、同じ問15の4つの変数を①同意できる、⓪その他とするダミー変数である。投票参加
は、市会議員選挙で投票したかどうかを問う、問8を、①投票した、⓪その他、とするダミー変
数としてコーディングをした。
　これらの図6（全体）、図7（男性）、図8（女性）の令和5年調査の分析とともに、平成31年調
査と平成27年調査でもこのモデルによる共分散構造分析を行った。それらの結果は省略するが、
代わりに9個の分析からの統計的に有意な男女差を示す知見だけを整理したのが、図9、図10、図
11である。時系列で比較したことで、政治行政への意識と選挙参加への意識の結びつきに関する
女性の政治参加の特徴がより明らかになっている。全体、男性、女性の計9つのパス図のモデル
適合度指標は、CFIでは8つで良好の目安とされる0.95以上、RMSEAでは5つで良好の目安とさ
れる0.05未満である。CFIの残り1つは0.944で0.95に近く、RMSEAでは4つで0.059から0.083まで
良好な適合を示していないがいずれも0.1未満であり、一概に適合が悪いとも言えない値だっ
た。モデルの当てはまりは完全ではないが、3回の調査の分析の結果は一貫性を示しており、十
分にモデルがデータに適合したものと判断できる。

までの 5 件尺度に「6: わからない」の選択肢が加わっている。
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図９　全体の時系列（有意水準0.05未満のパスを表示）

　図9は、男女を含む全体について、政治行政への意識と投票参加の意識がどのように結びつい
ているのかを時系列で示している。ここでは、政治関与意欲から合理投票意識へは否定的に結び
つき、行政関与意欲からは責務投票意識へと結びついていることが共通している。政治関与意欲
は政治距離意識（政治信頼）や行政距離意識（行政信頼）からの影響を受けない。一方で、行政
関与意欲は行政距離意識からの影響を受ける可能性がなきにしもあらずだが、この影響は平成27
年調査では確認できない。
　図10は、男性について、政治行政への意識と選挙参加の意識がどのように結びついているのか
を時系列で示している。男性では政治関与意欲から合理投票意識への否定的な結びつきを通じた
投票参加を読み取ることができそうである。ただし、このパスは平成27年調査では確認できな
い。この政治関与意欲は政治距離意識や行政距離意識からの影響を受けない。

女性の投票行動に行政へのフィードバックが影響する可能性
―政治行政への意識と投票参加意識における男女比較分析―
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図１０　男性の時系列（有意水準0.05未満のパスを表示）

　図11は、女性について、政治行政への意識と選挙参加の意識がどのように結びついているのか
を時系列で示している。女性では行政関与意欲から責務投票意識への結びつきが共通しているこ
とがわかる。これは興味深い知見である。直近の調査である令和5年調査では、行政距離意識
（行政信頼）から行政関与意欲も確認できる。ここから女性は、行政への信頼の醸成から行政関
与意欲の向上を通じた、一見、消極や従順に見えそうだが動員的でない責務投票意識に基づく投
票参加が期待できると考えられる。それは、政治・行政への信頼から孤立した政治関与意欲が、
合理投票意識への否定的に結びつく男性と対比できることは重要である。まさに、政治参加の実
質的指標としての政治意識における投票参加行動での女性の特徴がここに表れている。この男女
差が政治参加への「処方箋」を導くための示唆となる。
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図１１　女性の時系列（有意水準0.05未満のパスを表示）

　選挙での投票率が示す形式的な政治参加は、投票率の長期低落傾向のなかで、一見、その男女
差が縮まってきていうように見えるが（図5）、政治意識からわかる実質的な政治参加での男女
差は明らかに継続している。それを端的に示すのが図11の女性の投票参加意識である。行政参加
関与意欲から責務投票意識を経て投票参加に至る一貫した特徴には、政治への女性の「わからな
い」も含めての消極と従順で片づけられがちなものとは別の要素を見いだせる。それは、政治よ
りも行政への親和性が男性より高いという特徴が、投票参加行動での女性の政治意識に見られる
ことである。政治指向の男性と比べて、女性の行政指向からの投票率の向上につながる可能性が
そこにある。
　政治参加の「処方箋」として、女性の行政への参画をうながす「行政改革」政策がひるがえっ
て女性の投票率の向上につながり、ひいては全体の投票率の向上に向かいうる。社会でのジェン

女性の投票行動に行政へのフィードバックが影響する可能性
―政治行政への意識と投票参加意識における男女比較分析―
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ダーギャップの象徴として語られる女性議員数や女性首相とは別の新たな側面として、個々の女
性の政治意識には、消極や従順とは別の、男性よりも政治行政への関りを増す要素がそこにあ
る。そのような女性の投票行動に行政へのフィードバックが影響する可能性には、ジェンダー
ギャップへのこれまでにはない視点があると言える。
　

おわりに
　投票行動の研究では社会学的要因の年齢や性別は常に分析対象であり続けてきたが、政治参加
は男性の専売特許であるかのような暗黙の了解が背後にあり、女性の投票参加への踏み込みが足
らないと考える。政治行政のフィードバックとしての選挙での投票参加では、投票者の政治行政
への評価が前提となり、そこでの政治意識の男女差は投票率の低落傾向を考えるうえで注目すべ
きだろう。
　市民からのフィードバックについては、選挙と並行して行政が議会を経ずに市民と直接つなが
る市政への市民参画を促す条例などを策定することを通じて、京都市でも「行政改革」政策は組
織改革にとどまらず市民を視野におくものとして進められてきた。そこでも、市民の参加の男女
差に特に注目されてきたわけではないが、政治や行政への関与や信頼が示す距離の意識や意欲に
は男女差があり、特に女性の消極と従順に加えて、行政への関与意識が見られることが注目され
る。そのなかで、京都市民の政治参加の形式的な指標となる投票率は、京都市議会議員選挙での
長期低落につれて、男女差が相対的になくなってきている。
　一方、政治参加の実質的な指標となる京都市民の政治意識では、市民の選挙への見方の投票参
加との関係で男女差が見られる。そこで、投票参加行動における京都市民の男女差の構造を、京
都市選挙管理員会が実施してきた平成27年、平成31年、令和5年の京都市議会議員選挙後の京都
市民の政治意識調査を時系列で見た。その分析では投票参加に向かう政治意識の要因を探索する
共分散構造分析を用いて、政治への消極と従順の背後にある行政への女性の意識構造の特徴を捉
えた。
　分析結果からわかった女性特有の投票行動の構造は、女性の消極的で従順な責務意識からの
「政治」へのフィードバックとしての投票参加には、行政距離意識と相まって「行政」への
フィードバックとしての市民参画のような行政関与意欲が背景にある、ということである。こう
した女性の政治意識における男性との違いは、女性の政治参加についてのジェンダーギャップへ
の新たな視点へとつながる。かつては男女差のあった投票率が、現在では、男女の間に差がみら
れなくなってきている。投票率が全体として低下傾向にある中で、女性の投票行動に行政への
フィードバックが影響しているという可能性は、将来、女性の投票率を回復させ、全体の投票率
を押し上げることを模索する上で考慮すべき点であろう。
　そこには、日本の地方政治での女性の政治参加を促すための「処方箋」がある。個々の女性の
政治意識における行政へのフィードバックでの男性との違いが、女性の政治進出に優位に働く側
面があることをこの研究で示唆できたと思う。女性の政治参加を促すこのような可能性を見いだ
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せたことが本研究の学問的な寄与であるが、実証からの独創的なこの知見も投票参加意識につい
ての「飛び道具」のような探索的な分析から操作的に見つけた芽に過ぎない。行政への女性の
フィードバックの可能性をより明確にするには、市民参画の推移の「現状把握」がさらに必要だ
ろう。例えば、行政改革政策での女性への視点について日本の自治体間の比較や国際比較などの
研究展開が考えられる。
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